
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　電動送風機を収納する電動送風機室及び集塵室を有し、電動送風機の吸気側を集塵室に
連通させた掃除機本体と、この掃除機本体に設けられ、一端が電動送風機の吸気側に連通
するとともに他端が掃除機本体外に連通し、集塵室内の集塵量を表示する集塵量表示装置
とを備え、
　集塵量表示装置を、一端に形成された吸気口を介して掃除機本体外に連通する透明なパ
イプと、このパイプの他端側開口に装着され、パイプ内と電動送風機の吸気側とを連通さ
せる連通管と、この連通管のパイプ側端部に一端部が気密に装着され、パイプ内に伸縮可
能に配された筒状の弾性シール体と、このシール体の他端部に 設けられ、シール体
の伸縮に伴ってパイプ内を移動する表示体と、 シール体
内に配設されたガイド筒と、このガイド筒内に連通管と表示体との間に架かる状態に配設
され、表示体をパイプの吸気口側へ付勢するバネとから構成したことを特徴とする電気掃
除機。
【請求項２】
　シール体の前記一端部を連通管とパイプとの間で挟持したことを特徴とする請求項１記
載の電気掃除機。
【請求項３】
　 の連通管側への移動時にガイド筒が連通管に密着するのを阻止する手段を設けた
ことを特徴とする請求項１または２記載の電気掃除機。
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【請求項４】
　シール体が蛇腹体からなることを特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の電気
掃除機。
【請求項５】
　シール体がポリ塩化ビニル樹脂からなり、その蛇腹体の肉厚が０．４～０．５ｍｍであ
ることを特徴とする請求項４記載の電気掃除機。
【請求項６】
　シール体がポリ塩化ビニル樹脂からなり、その蛇腹体の伸張時におけるそれぞれの山の
頂角が４５～６５度であることを特徴とする請求項４または５記載の電気掃除機。
【請求項７】
　シール体が直管体からなることを特徴とする請求項１～３のいずれか１つに記載の電気
掃除機。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は電気掃除機に関するものであり、さらに詳しくは、集塵室に収納される集塵袋の
内部に集積された塵芥の量の多寡を視覚的に表示するための集塵量表示装置を備えた電気
掃除機に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
従来、電気掃除機としては、特開平  5－ 38319 号公報 ( A47L 9/19 ) や特開平 5 － 49575 
号公報 ( A47L 9/19 ) に示すような集塵量表示装置（集塵メーター）を、前部に集塵室、
後部に集塵室に連通する電動送風機室が設けられた掃除機本体の集塵室近傍に組み込んだ
ものが知られている。
【０００３】
このような掃除機における集塵室は、掃除機本体の前部に設けられた吸込口により掃除機
本体の外部に連通しており、この集塵室には吸込口に着脱可能に接続される集塵袋が収納
される。
【０００４】
前者の公報に記載された集塵量表示装置は、パイプ内に摺動自在に配設される指示部に、
伸縮自在且つ弾性を有するダイヤフラムの一端を固着し、指示部をダイヤフラムによりパ
イプの吸気口に付勢し、ダイヤフラムの他端をパイプの開口側に気密に固着したものであ
る。後者の公報に記載された集塵量表示装置は、有底筒状でかつジャバラ状の密閉弁体と
、密閉弁体を内部に有する指針筒からなり、密閉弁体の山部と谷部の色を変えたものであ
る。
【０００５】
これらの集塵量表示装置によれば、電動送風機が起動されて集塵袋内に塵芥が集積するに
つれて集塵室を通過する空気量は徐々に少なくなり、通過空気量の少なくなった集塵室が
一定の負圧になると、集塵量表示装置におけるパイプまたは指針筒の内部に収納された指
示部または密閉弁体が外気に押されてダイヤフラムまたは密閉弁体を収縮させる方向へ移
動する。このようなダイヤフラムまたは密閉弁体の移動量を窓部を通して外部に表示する
ことで、集塵袋の内部に集積された塵芥の量の多寡を視覚的に知ることができる。
【０００６】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、これらの集塵量表示装置にあっては、ダイヤフラムまたは密閉弁体の移動
がそれら自身の弾性力によっており、しかもダイヤフラムまたは密閉弁体はその厚さが薄
いものであるため、使用時間が多くなると伸縮の繰り返しにより弾性力が失われやすく、
ダイヤフラムまたは密閉弁体の破損や誤動作を招くおそれがあった。
【０００７】
また、これらの集塵量表示装置におけるパイプまたは指針筒は接続部または連通管を介し
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て掃除機本体の集塵室近傍に組み込まれており、接続部または連通管は通常、組込スペー
スを節約するために屈曲状に形成されている。このため、パイプまたは指針筒の内側を流
れる空気が接続部または連通管の部分で屈曲し、ダイヤフラムまたは密閉弁体は均等に伸
縮できず、これらや指示部の一部外面がパイプまたは指針筒の内壁により摩擦される事態
が生じ、ダイヤフラムまたは密閉弁体や指示部などの破損や誤動作を招くおそれがあった
。
【０００８】
そこで、これらの問題点を解決するため、ダイヤフラムまたは密閉弁体が伸長する方向へ
これらを付勢するバネをダイヤフラムまたは密閉弁体の内側に設けることが考えられる。
しかし、ダイヤフラムまたは密閉弁体が収縮する際、これらがバネのピッチ内に噛み込み
、その収縮が良好に行われず、また、長期間の使用によりダイヤフラムまたは密閉弁体が
破損するおそれがある。
【０００９】
本発明は、このような実情を考慮してなされたものであり、その主要目的は、構成部材の
破損や誤動作を防止することのできる集塵量表示装置が組み込まれた電気掃除機を提供す
ることにある。
【００１０】
【課題を解決するための手段】
本発明によれば、電動送風機を収納する電動送風機室及び集塵室を有し、電動送風機の吸
気側を集塵室に連通させた掃除機本体と、この掃除機本体に設けられ、一端が電動送風機
の吸気側に連通するとともに他端が掃除機本体外に連通し、集塵室内の集塵量を表示する
集塵量表示装置とを備え、集塵量表示装置を、一端に形成された吸気口を介して掃除機本
体外に連通する透明なパイプと、このパイプの他端側開口に装着され、パイプ内と電動送
風機の吸気側とを連通させる連通管と、この連通管のパイプ側端部に一端部が気密に装着
され、パイプ内に伸縮可能に配された筒状の弾性シール体と、このシール体の他端部に設
けられ、シール体の伸縮に伴ってパイプ内を移動する表示体と、シール体内に配設された
ガイド筒と、このガイド筒内に連通管と表示体との間に架かる状態に配設され、表示体を
パイプの吸気口側へ付勢するバネとから構成したことを特徴とする電気掃除機が提供され
る。
【００１１】
【課題を解決するための手段】
　本発明によれば、電動送風機を収納する電動送風機室及び集塵室を有し、電動送風機の
吸気側を集塵室に連通させた掃除機本体と、この掃除機本体に設けられ、一端が電動送風
機の吸気側に連通するとともに他端が掃除機本体外に連通し、集塵室内の集塵量を表示す
る集塵量表示装置とを備え、集塵量表示装置を、一端に形成された吸気口を介して掃除機
本体外に連通する透明なパイプと、このパイプの他端側開口に装着され、パイプ内と電動
送風機の吸気側とを連通させる連通管と、この連通管のパイプ側端部に一端部が気密に装
着され、パイプ内に伸縮可能に配された筒状の弾性シール体と、このシール体の他端部に

設けられ、シール体の伸縮に伴ってパイプ内を移動する表示体と、
シール体内に配設されたガイド筒と、このガイド筒内に連通管と表示体

との間に架かる状態に配設され、表示体をパイプの吸気口側へ付勢するバネとから構成し
たことを特徴とする電気掃除機が提供される。
【００１２】
シール体および表示体は透明なパイプに収納される。その収納状態は、パイプに設けられ
た吸気口の側に表示体が位置しその反対側の端部内側にシール体の一端部が接するような
状態である。
【００１３】
ガイド筒は、例えば表示体に連なってあるいは連通管と一体に設けられ、シール体内に配
設される。このガイド筒はシール体が伸縮する際のガイドとして機能する。
【００１４】
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バネは、ガイド筒内に連通管と表示体との間に架かる状態に配設される。このバネは例え
ば圧縮型コイルバネが用いられ、ガイド筒を介してまたは直接、表示体にパイプの吸気口
側への付勢力を付与する。この付勢力により、表示体はパイプの吸気口側の端部に位置す
ることができる。
【００１５】
シール体は、連通管と表示体のそれぞれに凹凸係合により接続されるのが好ましく、その
一端部が連通管とパイプとの間で挟持されるのがより好ましい。このように構成されてい
ると、シール体、連通管および表示体の三者をより気密な状態に接続することが可能にな
るとともに、組立性を向上させることが可能になる。
【００１６】
　本発明に係る集塵量表示装置には好ましくは、 の連通管側への移動時にガイド筒
が連通管に密着するのを阻止する手段が設けられる。
【００１７】
表示体の連通管側への移動時にガイド筒が連通管に密着するのを阻止する手段としては例
えば、連通管の内壁に設ける複数のリブ、ガイド筒の端部に設ける切欠、ガイド筒の側面
に設ける孔などがある。
【００１８】
このように構成されていると、バネが均等に収縮することが可能になるので座屈の発生を
防止することができる。また、集塵袋に塵介が集積するにつれて集塵室が一定の負圧にな
るが、複数のリブなどによりガイド筒の連通管側の端部と連通管の内壁との間に隙間が確
保されるのでパイプ内における空気の流れが均一になり、表示体がシール体を収縮させる
方向へ移動する際に生じる表示体の“ビビリ”現象（表示体の一部がパイプの内壁に当た
りながら移動する現象）を防止することができる。
【００１９】
シール体は例えば蛇腹体や直管体からなるものが用いられる。蛇腹体からなる場合、その
材質をポリ塩化ビニル樹脂とし、かつ伸長時の長さを２０～４０ mm、内径が６～８ mm、外
径が１０～１５ mm程度にすると、その肉厚は０．４～０．５ mmであるのが好ましい。０．
４ mm未満の場合は蛇腹状にするための成形が困難であり、０．５ mmを超える場合は通常与
えられる程度の負荷ではシール体のたわみがなくなるからである。
【００２０】
また、ポリ塩化ビニル樹脂からなる蛇腹体の伸長時におけるそれぞれの山の頂角は４５～
６５度であるのが好ましい。４５度未満の場合は伸縮量が小さすぎて表示体の移動量が充
分ではなく、６５度を超える場合は半径方向のたわみ量が大きくなり過ぎパイプやコイル
バネと干渉して装置が作動しないおそれがあるからである。
【００２１】
本発明に係る集塵量表示装置においては、表示体をシール体とは独立に設けることに代え
て、シール体の一部に表示体の機能を与えてもよい。すなわち、シール体の一部－他端部
に相当する部分－を閉鎖状に成形するとともに、その部分およびこれに連なる所定部分に
他の部分とは異なる色を付するようにしてもよい。
【００２２】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の３つの実施の形態を図面に基づいて詳しく説明する。なお、これらによっ
て本発明が限定されるものではない。
【００２３】
図１は、本発明に係る電気掃除機Ｄ 1  ～ 3が組み込まれた電気掃除機５０の、左側面から
見た内部構成を示す。
【００２４】
この電気掃除機５０はキャニスタ型の掃除機本体５１を有している。掃除機本体５１は、
下ケース５２と集塵蓋５３と後部上ケース５４とから主としてなる。そして、その内部は
、前方に設けられた集塵室５５と後方に設けられた電動送風機室５６とに区分されている
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。
【００２５】
集塵室５５には集塵袋５７が着脱可能に配されている。この集塵袋５７には、集塵室５５
の前部に設けられた吸気口６１からの吸気が導入されるようになっている。電動送風機室
５６には電動送風機５８が配されている。
【００２６】
集塵室５５の前方上部には水平棚５９が設けられている。そして、この水平棚５９に集塵
量表示装置Ｄ 1～ 3が載置され、その前方に着脱可能に配された前カバー６０で覆われてい
る。
【００２７】
図１において、６２は集塵室５５と電動送風機室５６との仕切りになる垂直な格子状の仕
切壁であり、この仕切壁６２には多数の通気口が設けられている。６３は仕切壁６２の前
方に着脱可能に取り付けられたフィルタである。６４は後部上ケース５４の後面に設けら
れた排気口である。６５は排気口６４の前方に着脱可能に取り付けれたフィルタである。
【００２８】
なお、図２は前カバー６０が外された下ケース５２を前方から見た構成を示している。
【００２９】
【実施の形態１】
図３に示すように、実施の形態１に係る集塵量表示装置Ｄ 1は、連通管１と、弾性シール
体２と、表示体３と、透明なパイプ４と、ガイド筒５と、圧縮型コイルバネ６とを備えて
なる。
【００３０】
連通管１は両端部が開口し、その一方端部１ａが集塵室５５の前面に設けられた取付孔に
図示しないパッキンを介して取り付けられて集塵室５５に連通するように配される。シー
ル体２はポリ塩化ビニル樹脂からなる伸縮可能な円筒状のものであり、両端部が開口し、
一方端部で連通管１の他方端部１ｂに同軸状に接続されている。
【００３１】
表示体３はシール体２の他端部にそこを塞ぐ状態に設けられた有底円筒状のものである。
パイプ４は両端部が開口した円筒状のものであり、一端に円形の吸気口４ａを有している
。この吸気口４ａは、外気に連通するとともに表示体３の円形自由端部の外径よりも小径
のものである。パイプ４は、表示体３およびシール体２を、表示体３が吸気口４ａに面し
他端４ｂにシール体２の一端部が気密に内接する状態に収納している。
【００３２】
ガイド筒５は、表示体３に連なって突出状にかつシール体２に干渉しないような径に設け
られ、シール体２の内側を経て連通管１の内部に至りその袋部との間に間隔をあけてかつ
連通管１の直径方向に対してゆるく連通管１に嵌め込まれている。コイルバネ６は、ガイ
ド筒５の内側から連通管１の内部にかけてガイド筒５の直径方向および連通管１の直径方
向に対してゆるく嵌め込まれている。そして、表示体３の自由端部がパイプ４の吸気口４
ａを内側から塞ぐように、表示体３を吸気口４ａ側へ付勢している。
【００３３】
図４～図７に示すように、連通管１は、その一方端部１ａが略長方形に開口し他方端部１
ｂが円形に開口しており、一方端部１ａと他方端部１ｂとは互いに略直角となるような位
置関係にある。連通管１の袋部の内壁には、隆起状に４つのリブ１ｃが形成されている。
【００３４】
これら４つのリブ１ｃは、隣り合うものどうしの中心角が９０度になるように形成されて
いる。これらのリブ１ｃは、コイルバネ６の連通管１側の端部の位置を決めるとともに、
コイルバネ６が収縮した際にガイド筒５の突出端部５ａと連通管１の袋部の内壁とが密着
するのを防止するためのものである。
【００３５】
連通管１の他方端部１ｂの外面には、係合用凸部としての環状リブ１ｄが１つ設けられて
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いる。
【００３６】
図８および図９に示すように、表示体３にはその外壁面に、軸方向へ延びる４つの隆起部
が設けられている。表示体３は、これらの隆起部でパイプ４の円筒内壁面を摺動するよう
になっている。３ｂは表示体３の自由端部における開口部である。この開口部３ｂの端面
がパイプ４の吸気口４ａの内縁部に当接する。表示体３のガイド筒５側の端部における外
面には、係合用凸部としての環状リブ３ａが１つ設けられている。
【００３７】
図１０～図１２に示すように、シール体２は複数の山２ｃを有する蛇腹体からなる。シー
ル体２の一方端部および他方端部の内面にはそれぞれ、係合用凹部としての円周溝２ａ・
２ｂが１つ設けられている。一方端部側の円周溝２ａは連通管１のリブ１ｄに係合接続さ
れ、他方端部側の円周溝２ｂは表示体３のリブ３ａに係合接続され、シール体２と連通管
１との係合部分及びシール体２と表示体３との係合部分を気密に保持する。
【００３８】
シール体２は、パイプ４内の所定箇所に組み込まれた際の伸長時の長さが３０．０ mm、内
径が８．０ mm、一方端部側の外径が１４．０ mm、他方端部側の外径が１２．０ mmになって
いる。そして、蛇腹体の伸長時における１つの山２ｃの頂角αが６０．０度になるように
、また、蛇腹体の肉厚ｔが０．４５ mmになるように、成形されている。
【００３９】
図１３および図１４はそれぞれ、パイプ４の平面形状、および一方端部から見た側面形状
を示している。このパイプ４は、集塵量表示装置Ｄ 1  が図１および図２に示す水平棚５９
に載置された際に、前カバー６０により、長さ中間部分を残して覆われている。前カバー
６０には、パイプ４の長さ中間部分を臨む略長方形の窓用開口が形成されている。
【００４０】
このような電気掃除機の集塵量表示装置Ｄ 1  によれば、電動送風機５８が起動されて集塵
袋５７内に塵芥が集積するにつれて集塵室５５を通過する空気量は徐々に少なくなり、圧
力が低下する。通過空気量の少なくなった集塵室５５が一定の負圧になると、集塵量表示
装置Ｄ 1  におけるパイプ４内に収納された表示体３が、集塵室５５内の気圧と大気圧との
気圧差によりコイルバネ６の付勢力に抗して、シール体２を収縮させる方向へ移動する。
【００４１】
そして、図１５に示すように、集塵室５５に連通している連通管１の内部をガイド筒５が
突出端部５ａ側へ最大限移動し、これに伴って表示体３により押されたシール体２が最大
限収縮すると、透明なパイプ４を通して表示体３の全体が前カバー６０の窓用開口から見
えるようになる。
【００４２】
このように、集塵量表示装置Ｄ 1  にあっては、表示体３の移動量を、前カバー６０の窓用
開口を通して外部に表示することで、集塵袋５７の内部に集積された塵芥の量の多寡を視
覚的に知ることができる。
【００４３】
また、図３および図１５に示すように、コイルバネ６の連通管側の端部は連通管１の袋部
の内壁における４つのリブ１ｃに確実に捕捉されてこれらの内側に位置している。したが
って、コイルバネ６が均等に収縮することが可能になるので座屈の発生を防止することが
できる。さらに、ガイド筒５はシール体２が伸縮する際のガイドとして機能するので、シ
ール体２は均等に伸縮することができ、シール体２や表示体３の一部外面がパイプ４の内
壁により摩擦されるおそれを防止することができる。しかも、ガイド筒５により、シール
体２がコイルバネ６に噛み込むのが防止できる。
【００４４】
加えて、図１５に示すように、ガイド筒５が最大限移動したときに、その突出端部５ａは
連通管１の４つのリブ１ｃに当接しているので、ガイド筒５の突出端部５ａと連通管１の
内壁との間に隙間が確保されている。したがって、集塵袋５７に塵介が集積するにつれて

10

20

30

40

50

(6) JP 3857740 B2 2006.12.13



集塵室５５が一定の負圧になった際にも、ガイド筒５の突出端部５ａと連通管１の内壁と
の間の隙間によりパイプ４内における空気の流れが均一になり、表示体３がシール体２を
収縮させる際に生じる表示体３の“ビビリ”現象を防止することができる。なお、前記し
たように、ガイド筒５の端部切欠を設けたり、ガイド筒５の側面孔を設けるなどの構成に
よっても、同様の効果が得られる。
【００４５】
【実施の形態２】
図１６に示すように、実施の形態２に係る集塵量表示装置Ｄ 2  は、連通管１と、弾性シー
ル体１２と、パイプ４と、ガイド筒１５と、コイルバネ６とを備えてなる。
【００４６】
シール体１２はポリ塩化ビニル樹脂からなる伸縮可能な有底円筒状のものである。すなわ
ち、シール体１２は複数の山１２ｃを有する蛇腹体からなり、その他端部に相当する部分
が閉鎖状に成形されている。そして、その部分に連なる一部の山１２ｃが赤く着色されて
赤色部１２ｄにされ、残りの山１２ｃが青く着色されて青色部１２ｅにされている。なお
、このシール体１２の閉鎖状に成形された部分および赤色部１２ｄは、実施の形態１に係
る集塵量表示装置Ｄ 1  における表示体３の代わりとして機能する。
【００４７】
シール体１２の一方端部および他方端部の内面にはそれぞれ、係合用凹部としての円周溝
１２ａ・１２ｂが１つ設けられている。一方端部側の円周溝１２ａは連通管１のリブ１ｄ
（図４に示す）に係合接続され、他方端部側の円周溝１２ｂはガイド筒１５の基端部に設
けられた係合用凸部としての環状リブ（図示略）に係合接続されている。また、ガイド筒
１５の突出側端部は連通管１の直径方向に対してゆるく連通管１の内部に嵌め込まれてい
る。
【００４８】
この集塵量表示装置Ｄ 2  の他の部分の構成および作用は集塵量表示装置Ｄ 1  のそれらと同
様である。
【００４９】
図１６に示すように、この集塵量表示装置Ｄ 2  は、非作動時にはシール体１２の赤色部１
２ｄがカバー７で覆われており、その窓用開口８から透明なパイプ４を通してシール体１
２の青色部１２ｅが見えている。
【００５０】
そして、図１７に示すように、作動時、シール体１２が最大限収縮すると、青色部１２ｅ
はカバー７で覆われて見えなくなり、開口８からは収縮したシール体１２の赤色部１２ｄ
の全体が見えるようになる。
【００５１】
この集塵量表示装置Ｄ 2  が奏する効果は集塵量表示装置Ｄ 1  のそれと同様である。
【００５２】
【実施の形態３】
図１８に示すように、実施の形態３に係る集塵量表示装置Ｄ 3  は、連通管１と、弾性シー
ル体２２と、表示体３と、パイプ４と、ガイド筒５と、コイルバネ６とを備えてなる。
【００５３】
シール体２２はポリ塩化ビニル樹脂からなる伸縮可能な円筒状のものである。すなわち、
シール体２２は、連通管１に接続された一方端部が大径であり、表示体３に接続された他
方端部が小径である直管体２２ｃからなる。シール体２２の一方端部および他方端部の内
面にはそれぞれ、係合用凹部としての円周溝２２ａ・２２ｂが１つ設けられている。一方
端部側の円周溝２２ａは連通管１のリブ１ｄ（図４に示す）に係合接続され、他方端部側
の円周溝２２ｂは表示体３のリブ３ａ（図８に示す）に係合接続される部分である。
【００５４】
この集塵量表示装置Ｄ 3  の他の部分の構成、作用および奏する効果は集塵量表示装置Ｄ 1  

のそれらと同様である。
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【００５５】
【発明の効果】
本発明の請求項１記載の電気掃除機の集塵量表示装置によれば、表示体の移動が従来のよ
うなシール体の弾性力によることなくバネの弾性力により行われるため、使用時間が多く
なっても弾性力が失われるおそれがなく、したがってシール体の破損や誤動作を招くおそ
れを防止することができる。また、ガイド筒がシール体の伸縮時のガイドとして機能する
ので、シール体は均等に伸縮することができ、シール体や表示体の一部外面がパイプの内
壁により摩擦されるおそれを防止することが可能になり、これらの構成部材の破損や誤動
作を招くおそれを防止することができる。さらに、ガイド筒がシール体とバネとの間に介
在されているので、シール体の収縮時にシール体がバネに噛み込まれることがなく、動作
不良やシール体の破損を防止することができる。
【００５６】
本発明の請求項２記載の電気掃除機の集塵量表示装置によれば、シール体と連通管との接
続部の気密性を向上させることができるとともに、シール体をより確実に保持することが
できる。
【００５７】
本発明の請求項３記載の電気掃除機の集塵量表示装置によれば、バネが均等に収縮するこ
とが可能になるので座屈の発生を防止することができる。また、集塵袋に塵介が集積する
につれて集塵室が一定の負圧になるが、ガイド筒が連通管に密着するのを阻止する手段に
よりガイド筒の連通管側の端部と連通管の内壁との間に隙間が確保されるのでパイプ内に
おける空気の流れが均一になり、表示体がシール体を収縮させる方向へ移動する際に生じ
る表示体の“ビビリ”現象を防止することができる。
【００５８】
本発明の請求項４記載の電気掃除機の集塵量表示装置によれば、シール体が衝撃吸収性に
富む蛇腹体から構成されているので、表示体のパイプ内における移動をよりスムーズにす
ることができる。
【００５９】
本発明の請求項５記載の電気掃除機の集塵量表示装置によれば、ポリ塩化ビニル樹脂から
なる蛇腹体シール体の成形が容易になるうえ、この種の集塵量表示装置に通常与えられる
程度の負荷に対して適度なシール体のたわみを確保することができる。
【００６０】
本発明の請求項６記載の電気掃除機によれば、この種の集塵量表示装置に通常与えられる
程度の負荷に対して表示体が蛇腹体シール体の伸縮によりパイプ内を移動する際の移動量
が適度になり、しかも蛇腹体シール体の半径方向のたわみ量も適度にすることができる。
【００６１】
本発明の請求項７記載の電気掃除機によれば、シール体の成形性に優れるとともにコスト
的にも有利である。
【００６２】
本発明の請求項８記載の電気掃除機によれば、表示体を省略することが可能になり、部品
点数の削減による組立性の向上と低コスト化を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の実施の形態１～３に係る電気掃除機の集塵量表示装置が組み込まれた電
動送風機を左側面から見た内部構成説明図である。
【図２】図１の電気掃除機の前部を前方から見た内部構成説明図である。
【図３】本発明の実施の形態１に係る電気掃除機の集塵量表示装置の非作動時における全
体構成説明図である。
【図４】図３の集塵量表示装置を構成する連通管の正面図である。
【図５】図４の連通管の背面図である。
【図６】図４の連通管の右側面図である。
【図７】図４の連通管の左側面から見た断面図である。
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【図８】図３の集塵量表示装置を構成する表示体およびガイド筒の正面図である。
【図９】図８の表示体およびガイド筒の左側面図である。
【図１０】図３の集塵量表示装置を構成するシール体の正面図である。
【図１１】図１０のシール体の連通管の左側面図である。
【図１２】図１０のシール体の縦断面図である。
【図１３】図３の集塵量表示装置を構成するパイプの正面図である。
【図１４】図１３のパイプの左側面図である。
【図１５】図３の集塵量表示装置の作動時における全体構成説明図である。
【図１６】本発明の実施の形態２に係る電気掃除機の集塵量表示装置の非作動時における
全体構成説明図である。
【図１７】図１６の集塵量表示装置の作動時における全体構成説明図である。
【図１８】本発明の実施の形態３に係る電気掃除機の集塵量表示装置の非作動時における
全体構成説明図である。
【符号の説明】
１　　　連通管
１ａ　　一方端部
１ｂ　　他方端部
１ｃ　　リブ
１ｄ　　リブ（係合用凸部）
２　　　シール体
２ａ　　円周溝（係合用凹部）
２ｂ　　円周溝（係合用凹部）
２ｃ　　山
３　　　表示体
３ａ　　リブ（係合用凸部）
３ｂ　　開口部
４　　　パイプ
４ａ　　吸気口
４ｂ　　他方端部
５　　　ガイド筒
５ａ　　突出端部
６　　　コイルバネ
１２　　　シール体
１２ａ　　円周溝（係合用凹部）
１２ｂ　　円周溝（係合用凹部）
１２ｃ　　山
１２ｄ　　赤色部
１２ｅ　　青色部
１５　　　ガイド筒
１５ａ　　突出端部
２２　　　シール体
２２ａ　　円周溝（係合用凹部）
２２ｂ　　円周溝（係合用凹部）
２２ｃ　　直管体
５０　　　電気掃除機
５１　　　掃除機本体
５５　　　集塵室
５７　　　集塵袋
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】

【 図 ５ 】
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【 図 ６ 】 【 図 ７ 】

【 図 ８ 】

【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】

【 図 １ ３ 】

【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】 【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】
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【 図 １ ８ 】
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